
電話番号

②成果参考指標の目標（実績）と施策の現状、及びその評価

年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 単位 年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 単位

目標値 11.0 19.0 19.0 19.0 目標値 78.6 79.4 80.2 81.0

取組目標値 取組目標値

実績値 3.0 実績値 77.8

達成率 － － － － ％ 達成率 － － － － ％

目標値 91.9 92.6 93.3 94.0 目標値 47.4 48.3 49.1 50.0

取組目標値 取組目標値

実績値 91.2 実績値 46.5

達成率 － － － － ％ 達成率 － － － － ％

③評価時点での施策目的に対する現状

④今年度末の施策目的の達成度予測

⑤課題の認識

⑥今後の取組みの方向性

更新日： 2017/1/18 10:41

（１）平成３１年度
末の施策目的の達成
状況（予測）
Ａ:達成できる
Ｂ:概ね達成できる
Ｃ:達成は困難

判断 その理由（④の「判断」と異なる「判断」の場合のみ記載）

B

（２）施策の目的達
成に向けての課題

〇人口減少、少子高齢化社会等に対応した持続可能なコンパクトなまちづくりを推進する必要があり、適切な土地利用や計画的な市街地の整備を行う
にあたっては、行政、経済界、住民等の幅広い合意形成が必要である。
〇地籍調査は、市町村要望額どおりの国庫予算が確保されていないことに加え、人件費の高騰が事業の進捗を妨げている。
〇汚水処理施設整備が遅れている西部地区、隠岐地区の進捗を図るためには、国予算の確保が必要である。
〇県営住宅については、１戸当たりの床面積（最低居住水準）が拡大したことにより、現地改築が困難な状況にあり、事業用地を確保する必要があ
る。
〇県営水道用水の安定的供給のためには、老朽化した施設の更新や耐震対策を行う必要がある。

課題解決に向けての
今後の取組みの方向
性

〇適切な土地利用や計画的な市街地の整備を行うにあたっては、人口減少、少子高齢化時代を踏まえ、長期的な視点に立って、商工業、農林業、地域
振興等についても広く情報収集したうえで、県民との密接な対話を基に合意形成を図り、基礎自治体である市町や関係機関と連携して取り組んでい
く。
〇汚水処理施設整備の促進に不可欠な国予算の確保については、様々な機会を通じて、国に対し要望していく。
〇汚水処理施設の整備手法の見直しやコスト縮減効果のある新技術の導入及び各省庁における支援制度の積極的活用を働き掛けていく。
〇県営住宅の建て替えについては、庁内各部局や市町村と連携し、用地情報の把握に努める。

目的
　適切な土地利用や計画的な市街地の整備を行うとともに、下水道等の汚水処理施設や良質な住宅、農山村の生活環境など居住環境を整備し、県民が快適な生
活を送れるようにします。

数値目標

〇都市計画区域の整備・開発及び保全の方針を策定し、この方針に沿って市町との連携のもと、ワークショップ等の手法を用いながら、住民参加によ
る都市計画の検討、道路や公園等の整備を行っている。
〇地籍調査の進捗率は、約４９．４％（全国の進捗率は５１．３％）で、全国順位は２３番目に位置している。
〇Ｈ２７末の汚水処理人口普及率は７７．８％であり、全国平均（Ｈ２６末：８９．５％）と比較すると大幅に遅れている。特に西部地区
（４6.5％）、隠岐地区（69.6％）の整備が遅れており、東部地区（９1.2％）との格差が生じている。
〇県営住宅については、老朽化が著しく、バリアフリー化がされていないなど、居住水準が大きく劣る住宅について計画的に建て替えを実施してい
る。（Ｈ２8：牧戸団地22戸、天神団地２５戸）

定性目標
平成28年度～平成31年度

 

汚水処理人口普及率
東部地区

％ 汚水処理人口普及率
西部地区

％

成果参考指標の実績
等の補足説明（任意
記載）

評価時点で施策目的
に対する現状
（客観的事実・デー
タなどに基づいた施
策の現状や取組状
況）

数値目標

２８年度の施策目的
の達成度予測

Ａ:達成できる
Ｂ:概ね達成できる（見直す
点がある）
Ｃ達成は困難

〇下水道等の汚水処理施設整備については、限られた予算の中で、マンホールの小型化等、コスト縮減効果のある新技術の
導入を図っており、県全体の施設整備は進んでいるが、整備率が低い地区もある。
〇都市計画区域の整備・開発及び保全の方針の改訂については、現在松江圏他７地域で改訂案の作成を進めているが、住民
の合意形成に時間を要する可能性がある。
〇県営住宅の建て替えについては、「地盤対策」が必要な団地もあり、工事進捗が遅れる可能性がある。

B

判断 その理由

事務事業所管部局長
（幹事部局） 土木部長　冨樫篤英 0852－22-6017

都市計画区域の整備・開
発及び保全の方針の見直
し

区域 汚水処理人口普及率
（全県）

①施策の目的等

施策の名称

施策評価シート 評価実施年度： 平成２８年度

％

施策Ⅱー５－６　居住環境づくり



②総合発展計画に定める成果参考指標の目標（実績）

項番 年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 単位

目標値 71.7 73.8 75.9 78.0

取組目標値

実績値 69.6

達成率 － － － － ％

目標値 80.0 120.0 160.0 200.0

取組目標値

実績値 －

達成率 － － － － ％

目標値

取組目標値

実績値

達成率 － － － － ％

目標値

取組目標値

実績値

達成率 － － － － ％

目標値

取組目標値

実績値

達成率 － － － － ％

目標値

取組目標値

実績値

達成率 － － － － ％

目標値

取組目標値

実績値

達成率 － － － － ％

目標値

取組目標値

実績値

達成率 － － － － ％

8

施策評価シート別紙１（５以上の成果参考指標がある場合のみ記載）

施策の名称 施策Ⅱー５－６　居住環境づくり

指標名等

5 汚水処理人口普及率　隠岐地区

％

6
老朽化した県営住宅の建て替え
個数
（４年間の累計）

戸

7

12

11

10

9



（単位：千円）

1
ひとにやさしいまちづくり推進事
業

公共的施設のバリアフリー化を進め、誰もが安心して社会参加できる。 1,382 1,370 障がい福祉課

2 農業集落排水事業 農業用水や公共水域の水質を保全し、安全で快適な生活環境を提供する。 50,821 149,231 農村整備課

3 漁村環境整備事業 漁村の生活環境を快適かつ安全にする。 61,681 34,374
漁港漁場整
備課

4
下水道整備基本構想推進事
業

汚水処理施設整備構想に基づき、汚水処理施設の普及促進を図る。 582 582
下水道推進
課

5 流域下水道運転管理事業 流域下水道を正常に運転し、下水道利用者に快適な生活を提供する。 1,607,836 1,779,751
下水道推進
課

6 流域下水道整備事業 流域下水道を正常に運転し、下水道利用者に快適な生活を提供する。 753,295 853,920
下水道推進
課

7 市町村下水道整備支援事業
地域環境に適した市町村の汚水処理施設整備を支援することにより、対象住民に快適
な生活環境を提供する。

243,372 255,203
下水道推進
課

8 浄化槽整備促進事業 合併処理浄化槽の整備促進を図り、快適な生活環境を提供する。 364 366
下水道推進
課

9 県営住宅整備事業
住宅セーフティネットの中核にある県営住宅の居住水準の向上と安全性の確保のた
め、老朽化した住宅の「建替え」や性能の劣る住宅の「住戸改善」を実施する。

1,583,549 2,239,424 建築住宅課

10 住まい情報提供事業 個々の多様なニーズに合った住まい・暮らしを実現する。 5,440 5,409 建築住宅課

11 県営水道用水供給事業
ライフラインである水道の安定供給により、安全で安心できる快適な居住環境を実現す
る

4,202,715 2,965,201 企業局

12 中山間地域総合整備事業 中山間地域の農村において、集落道を整備し、安全で快適な生活環境を提供する。 15,750 農村整備課

13 地籍調査事業
明確化された土地に関する情報（地籍）を利用して、国土の開発及び保全並びにその
利用の高度化に資する。

685,916 699,300 用地対策課

14 都市公園整備事業
県民のスポーツ・余暇活動拠点、都市防災拠点、地域振興拠点等となるよう公園整備
を進め、県民の健康増進や憩いの場、交流の場を提供する。

197,569 328,048 都市計画課

15 都市公園の管理運営 都市公園の機能を維持し、安全で快適な利用を確保する。 354,249 368,864 都市計画課

16 開発許可制度の運用 周辺の土地利用と調和の図れた良好な市街地を形成する。 154 都市計画課

17
都市の一体的な整備・開発及
び保全計画の策定

都市計画法の適用により都市の健全な発展と秩序ある整備を図る 8,895 10,935 都市計画課

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

所管課名
前年度
事業費

目的（意図）事務事業名
今年度
事業費

施策Ⅱー５－６　居住環境づくり施策の名称

施策評価シート別紙２（事務事業一覧）


